
地球温暖化対策のための税によるＣＯ２削減効果 

○ 価格効果・財源効果を合わせたエネルギー起源ＣＯ２の削減効果は、１９９０年比で２０２０年  
▲０．５％～▲２．２％（約０．６千万トン～約２．４千万トンのＣＯ２削減）が見込まれる。 

地球温暖化対策のための税（＊）によるＣＯ２削減効果の推計 

（注） ２０２０年の非課税時のエネルギー起源ＣＯ２排出量は、１，１１５百万トン。 
（注） 価格効果については、最新の統計から推計したエネルギー消費に係る価格弾性値を用いて算出。 
（注） 財源効果については、国立環境研究所のＡＩＭ（アジア太平洋統合評価モデル）の技術モデルを用いて、（１）費用対効果に優れた既存の技術から優先的に導入する
ケースと（２）税収の半分を長期的に効果が期待される施策に充て、残りの半分を既存技術の導入ポテンシャルに応じて均等に配分するケースの２パターンを推計。 

（注） このほか、税導入によるいわゆるアナウンスメント効果なども期待されるが、今回の推計には含まれていない。 
（注） 表中の数字の合計は有効数字の関係から必ずしも総数と一致しない。 

２０２０年 

価格効果 
▲０．２％ 

（約１７６万トンのＣＯ２削減） 

財源効果 
▲０．４％～▲２．１％ 

（約３９３万トン～約２１７５万トンのＣＯ２削減） 

計 
▲０．５％～▲２．２％ 

（約５６９万トン～約２３５０万トンのＣＯ２削減） 

＊ 平成２４年度税制改正で成立した内容を前提 
  ・ 税率 ： ２８９円/ｔ－ＣＯ２（３年半かけて税率を段階的に引上げ） 
  ・ 税収 ： 初年度３９１億円 ／ 平年度２６２３億円。 
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